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119 番通報の中には、ベッドからの転落や明らかな軽症、病院の診療待ち

時間を短縮したいといった本来の利用からみると適正でないケースが見受け

られる。しかしながら、依頼主の希望があれば救急車を出場せざるを得ない

のが現状である。不適正な救急車の利用は救急車出動件数を引きあげ、将来

的に救急医療の圧迫に繋がる懸念がある。	 

そこで、私たちは「くまもと街なか保健室」を設置し、救急車の適正利用

の促進に結びつけることを提案する。	 

1  問題・課題とその背景   

	 現在、熊本市消防局の救急隊は、全 25隊で熊本市全域（西原村・益城町を含む）
をカバーしている。	  

平成 26年の熊本市消防局の救急出場件数は、33,854件で、平成 25年と比較して
2,477件の増加、比率では１年で約８％も増えている。（※図１）	 年々右肩上がり
に増えており、平成元年と比較するとなんと約３倍となっている。（※図２）	  

	 また、件数の増加だけでなく、その中身も考慮する必要がある。救急搬送の結果、

軽傷（入院の必要がない症状）者の割合が、平成 25年では 50％、平成 26年では
47％と約半数を占めており、軽症者による安易な救急利用が行われているのが分か
る。（※図３）	  



	 	 

	  

 図１ 平成 26 年救急出場・搬送件数     図２ 件数の推移（平成 26 年熊本市消防局救急統

計） 

 

それに伴い、救急搬送にかかる時間も伸びてきている。（※図４）救急搬送の依

頼があった際に救急車が消防署に待機していなければ、離れた消防署から出動する

ことになったり、もしくは出動している現場からそのまま向かうということにもな

る。そうなればさらに現場到着時間が遅れることになり、当然のことながら、現場

到着時間が遅くなればそのために重症者が助からないといった事態になるかもしれ

ない。 



	  

図３ 平成 26 年傷病程度別搬送件数 

	  

	  

図４ 平成 26 年 救急出場関係時間 

	  

今後さらなる高齢化が進み、救急出場件数も増加傾向のまま推移することが確実

視されている。真に救急搬送を必要としている人が助からないということがないよ

うに、救急車の適正利用を促進することは、『上質な生活都市くまもと』の実現に

は欠かせないものであると考える。	  

	  

	  

2  提言内容   

	 	 「くまもと街なか保健室」とは・・・	 

・	 立地は、アクセスのよい市街地中心部	 

・	 医師１名と看護師が常駐	 

・	 電話での救急相談に 24 時間体制で対応	 

・	 昼間は窓口で対面での相談が可能	 

・	 オープンスペースを併設し、市民が自由に立ち寄ることが可能	 



・	 観光客の急なケガや病気に対しても対応	 

・	 健康や救急活動に関する啓発活動や、講習会等にも利用	 

	  

「くまもと街なか保健室」は、上記のような複数の役割を果たす新しい施設であ

る。	  

まず、常駐する医師と看護師で、「くまもと街なか保健コール」として電話での

救急相談を受け付ける。救急車の適正利用を促進するためには、まずは本来救急出

場を必要としない軽症者の利用を減らす必要性が高いと考える。軽症者の利用につ

いては、疾病に対する知識不足により、「とりあえず救急車を呼ぼう」という意識、

またモラルの低下による安易な救急車の利用も相当数あるものと思われる。	 	  

くまもと街なか保健室は、こういったどうしてよいか分からない時に相談を受け

付ける場所としての機能を持たせ、119番での救急車の要請を少しでも減らせるこ
とを期待するものである。症状に応じて医療機関を紹介したり、必要と判断した場

合には消防局へ即座に救急車を要請する。実際にこういったコールセンターを設置

している自治体も数か所あり、平成 22年に設置した大阪市では、一定の成果が出て
いる。（※図５）	  

	  

図５ H26 年 救急安心センターおおさか利用状況 

 

また、「くまもと街なか保健室」では、医師・看護師が常駐することを利用して、

昼の時間帯は保健室内で対面での各種相談も可能である。健康に関する不安や、病

院の利用方法など、市民の健康を増進するための一助としたい。	  

	 さらに、保健室内にオープンスペースを作り、相談のかたわらで休憩をしたりく

つろいだりできる場所も提供する。室内には、救急隊の仕事の中身や現状に触れら

れる物や端末等を置くことで実際の救急現場を学ぶことも出来るようにし、適正利

用の促進に寄与する場所とする。	  

	 このスペースは、配置を変えることである程度の広さにすることも可能で、これ

を利用して消防局の職員が定期的に救急車の適正利用のための講座を開き、さらな



る啓発に努める。また、応急手当や AEDの使用方法の講習会なども行うことが出来
る。	  

	  

こういった場所を交通の便が良い街中に作ることで、多くの人が訪れることが出

来、健康相談等によって市民の健康増進に一役買うとともに、観光に訪れた方々へ

の医療機関の紹介等の相談にも応じる体制を作ることで、対外的にも熊本市に安心

して訪れていただけるようアピールをすることにもつながる。	  

	  

図６	 「街なか保健室」イメージ図 

	  

	 ただ、当然ながらこの「あんしん救急ダイヤル」が有効に機能するためには、周

知が欠かせない。知名度がなければ利用者は増えないため、このダイヤルの告知の

ために各世帯に配布するツールを作成した。この告知用紙を市政だよりに挟み込ん

で配布することで、「どうすればいいの！？」と思った際に、すぐに救急車を呼ぶ

のではなく一度このダイヤルに掛けてもらえることを期待するものである。（※図

７）	  



	  

図７	 街なか保健コール告知チラシ	  

3  役割分担   

	 「くまもと街なか保健室」における各役割の分担は以下のとおりとする。	  



	  

	  

4  期待できる効果   

	 この施策を実施することにより、以下のような効果が期待できる。	  

①	 軽症者の 119番通報を減らすことにより、適正利用を促すことが出来る。	  

②	 上記により、現場到着時間の短縮、ひいては重症者の救命率の向上にもつなが

る。	  

③	 将来的に救急隊の設備や人員にかかるコストを抑制する。	  

④	 住民からの相談に応じることで、健康づくりに寄与する。	  

⑤	 観光客への対応が可能なことで、安全・安心な都市としても対外的にアピール

が出来る。	  

	  

5  将来的な展望   

	 まずは最も集客が期待できる市街地中心部に設置するが、段階的に設置個所を増

やして対応出来る地域・人数を増やしていければと思う。	  

	 また、保健室のスペースを有効活用して地域住民への啓発活動を積極的に行うこ

とで、救急車のさらなる適正利用につなげていくことが大きな目的でもある。	  

	 最初に触れたとおり、救急車の出場件数は年々増加の一途をたどっている。熊本

市も急速な高齢化と直面しており、救急に関する問題は今後避けては通れない。	  

	 「くまもと街なか保健室」を通じて、住民にはなかなか伝わりづらい現状を広く

啓発し伝えることで、正しい知識や理解を醸成し、それが適正利用につながると考

役割

市民
・施設を利用することで、救急車の利用に関する正しい知識が身に付く
・症状が重くなる前に相談することで、安易な救急車利用につながらない

観光客
・熊本市の医療機関の情報を入手
・万一の怪我・病気の際も安心して旅行ができる都市のイメージを持つ

救急相談通信員

・街なか保健コール＃０１１９の受付
・常駐医師/看護師への引き継ぎ
・医療機関の案内、受診に関するアドバイス
・救急車の適正利用に関する普及啓発活動（ミニ体験講座開催等）

看護師
・電話、対面での救急相談への対応
・電話での応急手当アドバイス
・直接の応急処置

医師 ・看護師では対応困難な相談・処置への対応

利用側

街なか保健室・コール側



えている。市民にも観光客にも愛される「街なか保健室」が、私たちがめざす「上

質な生活都市くまもと」の実現に向けての一助になればと思う。	  
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